
J159-011 会場: 304 時間: 5月 14日 15:52-16:03

SPP事業「富士山－火山活動と防災－」の成果と課題
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本校では 2003年から 2005年まで 3年間連続して文部科学省サイエンスパートナーシッププログラム (SPP)事業「研
究者招へい講座」を実施した．本発表では，3年間の総まとめとなった 2005年の実施状況の紹介と，本事業の実践を通
じての成果と課題などについて報告する．

2005年は過去 2年間の実施経験から，単独校実施の問題点であった，(1)参加生徒数が限られること，(2)都立高校か
らの SPP事業参加校が増えないこと，に対する改善策として，複数校での共同開催を試みた．複数校でのテーマとして
ある程度広域な対象であること，生徒の興味関心を引きつけるインパクトがあること，講師陣の依頼が可能なことなど
から，自身が関わった「第４回地震火山こどもサマースクール活火山富士のひみつ」(小山 2004)を参考にした．内容を
高校生向けに再検討し，テーマを「富士山－火山活動と防災－」として，７回の日程で全５校の参加により実施した．

[成果]
(1)生徒は野外実習や実験に興味・関心を持ち，高レベルの探究活動に意欲的に取り組んだ．
(2)　研究機関で行われている先端の研究内容や，研究者の実際の姿を知る良い機会となった．
(3)　大学生・大学院生が担当した TA による生徒への指導は非常に有効であった．
(4)　大学で多人数が集まって行った本格的な発表会は大きな刺激となった．
(5)　講師と教師との議論により，高校生に適した課題設定を行うことができた．
(6)　高校側教師自身が自己研鑽を積む良い機会となった．
(7)　 SPP事業実施のノウハウ・経験を，高校，大学・研究機関双方に広げることができた．
[課題]
(1)　学校・教師・講師・TA の人数が多くなり，連絡・調整が困難なことがあった．
(2)　内容の充実を目指したために，実施回数が多くなり長期間となった．
(3)　巡検地がやや遠距離であった．

[まとめ]
SPP事業は，4年間の試行を経て，2006年からは独立行政法人科学技術振興機構 (JST)に移管され，サイエンスパー

トナーシッププロジェクト (SPP)として本格実施段階に移行する．実施機関毎の区分と予算額などの枠組みも明確に示
され，高校が企画する場合の予算額上限が定められるなど，各高校毎の年間授業計画に基づいた継続的・持続的な取り
組みをすることが求められている．
よりよい授業を行うためには，高校教師が今以上に主体的に幅広い視野をもって授業全体を計画し，校内予算などの

枠にとどまらずに，SPP事業などを活用して積極的に外部予算・人的資源などを確保していくといった，大学・研究機
関の研究者と同様の力量が求められていると言える．
また，教育委員会・大学・研究機関が企画する場合の支援予算額は大幅に拡大され，備品購入も可能となっている．高

校，大学・研究機関双方が，相互に SPP事業を介したアプローチを積極的に行うことで，地球惑星科学の理解と推進を
図っていく協力体制の構築が必要である．


